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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   京銀証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   2017年 3月 9日（近畿財務局長（金商）第 392号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

2016年 10月 京銀証券準備株式会社設立 

2017年  3月 
金融商品取引業登録、京銀証券株式会社へ商号変更、 

日本投資者保護基金加入 

2017年 4月 日本証券業協会加入 

2017年 5月 営業開始、福知山支店開設 

2018年 12月 草津営業所開設 

 

  (2) 経営の組織                    （2023年 3 月 31日現在） 
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 ４．株主の氏名又は名称、所有数及び議決権割合 

（2023年 3 月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

株式会社 京都銀行 60,000 株 100.00％ 

 

 ５．取締役及び監査役の氏名及び役職名 

（2023年 3 月 31日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 中嶋 隆宣 有 常勤 

代表取締役常務 

管理本部長 

兼経営企画部長 

山中 善裕 有 常勤 

取締役営業本部長 濱田 浩二 無 常勤 

取 締 役 安井 幹也 無 非常勤 

取 締 役 四方 寛之 無 非常勤 

取 締 役 本政 悦治 無 非常勤 

取 締 役 川勝 隆 無 非常勤 

監 査 役 仲 雅彦 － 非常勤 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者

の氏名 

（2023年 3 月 31日現在） 

氏   名 役  職  名 

山中 善裕 
代表取締役常務管理本部長兼経営企画部長 

（内部管理統括責任者） 

西田 達之 
コンプライアンス部長 

（内部管理統括補助責任者） 
 

  (2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 
 

該当ありません。 
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 ７．業務の種別 

   (1)金融商品取引業（金融商品取引法 第２条第８項第１号から第３号、第９号、第 13号、

第 16号および第 17号） 

業務の種別 

・有価証券の売買業務 

・有価証券の取次ぎ業務 

・取引所金融商品取引市場における有価証券の売買に関する委託の取次ぎ業務 

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

・金銭又は有価証券の保護預り、社債・株式等の振替 

・投資一任契約の締結の代理業務 

 

(2)金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法 第 35条第１項） 

上記に記載した金融商品取引業に付随する業務 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店営業部 

〒 600 － 8416     

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町 700番地 

（京都銀行本店東館 6階） 

本店営業部 

草津営業所 

〒 525 － 0025     

 滋賀県草津市西渋川 1丁目 21番地 18（京都銀行草津支店 2階） 

福知山支店 
〒 620 － 0054     

 京都府福知山市末広町 1丁目 21番地（京都銀行福知山支店 2階） 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

   該当ありません。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

社内措置を講じたほか、次に掲げる業務に外部の紛争等解決機関を利用する措置を講じ 

ました。 

・第一種金融商品取引業 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター

（ＦＩＮＭＡＣ）との間で特定第一種金融商品取引業務に

係る手続実施基本契約を締結する措置 

・投資助言・代理業 京都弁護士会との間で紛争解決にかかる協定を締結する

措置 

 

 11．加入している金融商品取引業協会 

日本証券業協会 
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 12．加入している投資者保護基金 

   日本投資者保護基金 

 

 13．加入している金融商品取引所 

   該当ありません。 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

当期のわが国経済は、一部では感染症対策等による負の影響が残るものの、全体として

は社会経済活動の正常化に伴って緩やかな回復基調をたどりました。この間、企業部門で

は、海外経済の減速や供給制約等を背景に生産活動は弱めの動きとなりました。一方、個

人消費は、円安や物価高の影響が懸念される一方で、行動制限の緩和とともにサービス関

連消費が伸長するなど、全体としては底堅く推移しました。期末にかけては、人手不足の

深刻化とともに賃上げ気運が高まる中、世界的なインフレと金融政策の動向に注目が集ま

るとともに米国銀行の経営破綻の影響波及が懸念されるなど、景気の下振れリスクへの警

戒感が増す中で期を終えることとなりました。 

このような環境のもと、お客さまのニーズにお応えするため、商品やサービスの充実を

図るとともに、京都銀行との金融商品仲介業務を通じ、新規口座開設や外国債券等の販売

を中心とした営業活動を展開しました。 

 2023 年 3 月末の口座開設数は 34,225 件となりました。また、2022 年度中の販売額につ

いては、上期は開業５周年キャンペーンにより外国債券の販売額を大きく伸ばしたことに

加え、2022年 10月より新たに取扱いを開始したファンドラップを中心に、お客さまのニー

ズに合わせて積極的に提案を行いましたが、下期より仕組債の販売を休止した影響により、

総販売額は前期比減尐しました。この結果、当期の損益状況については、前期比減収減益

となり、次のとおりとなりました。 

収益につきましては、外国債券・仕組債の販売によるトレーディング損益を中心に営業

収益で 1,026,480千円を計上いたしました。 

 一方、費用につきましては、金融商品仲介手数料を中心とした取引関係費で 302,044 千

円、人件費で 231,724千円、事務費で 339,861千円など、販売費・一般管理費を 1,024,934

千円計上いたしました。 

以上により、経常利益 794千円、当期純損失 1,370千円となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：千円） 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

資本金 3,000,000 3,000,000 3,000,000 

発行済株式総数 60,000株 60,000株 60,000株 

営業収益 1,447,533 1,370,244 1,026,480 

（受入手数料） 86,733 118,740 114,457 

 （（委託手数料）） 41,592 36,407 46,848 

 （（引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料）） 

－ － － 

（（募集・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

取扱い手数料）） 

6,183 8,469 2,273 

 （（その他の受入手数料）） 38,958 73,863 65,335 

（（（受益証券））） 38,331 73,438 61,783 

（トレーディング損益） 1,339,393 1,218,603 868,280 

 （（株券等）） － － － 

 （（債券等）） 1,339,393 1,218,603 868,280 

 （（その他）） － － － 

（金融収益） 21,406 32,901 43,742 

純営業収益 1,445,181 1,370,244 1,026,480 

経常損益 309,295 283,257 794 

当期純損益 244,780 228,128 △1,370 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

自   己 － － － 

委   託 4,780 4,047 6,652 

計 4,780 4,047 6,652 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当ありません。 
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    ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取

扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2021 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 39,830 － － 

受益証券    72,643 － 60,000 － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 72,643 39,830 60,000 － 

2022 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 31,383 － － 

受益証券    51,363 － 25,000 － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 51,363 31,383 25,000 － 

2023 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 18,974 － － 

受益証券    48,725 － 6,000 － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 48,725 18,974 6,000 － 

 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募

集取扱業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 
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 ②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記

録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

 

 (3) その他業務の状況 

     該当ありません。 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
945.5 958.19 1,075.00 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
2,860 3,125 3,130 

リスク相当額（Ｂ） 302 326 291 

 

市場リスク相当額 3 5 8 

取引先リスク相当額 40 40 26 

基礎的リスク相当額 258 280 256 

暗号資産等による 

控除額 
－ － － 

     

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

使用人 36 41 42 

（うち外務員） （36） （41） （41） 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

    （単位：千円） 

 
前事業年度 当事業年度 

（2022年 3月 31日） （2023年 3月 31日） 

（資産の部）   

流動資産 6,499,295 7,866,908 

 現金・預金 2,698,898 1,674,024 

 預託金 3,100,025 5,850,031 

  顧客分別金信託 3,100,025 5,850,031 

 約定見返勘定 640,496 253,818 

 未収入金 39 59 

 立替金 － 18 

 未収法人税等 － 28,908 

 未収消費税 26,465 34,160 

 未収収益 33,369 25,887 

固定資産 52,781 46,534 

 有形固定資産 10,079 19,173 

  建物 3,856 3,517 

  器具・備品 6,223 15,656 

 無形固定資産 42,670 27,344 

  ソフトウェア 33,420 27,344 

  ソフトウェア仮勘定 9,250 － 

 投資その他の資産 32 16 

  長期差入保証金 32 16 

資産合計 6,552,077 7,913,442 
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   （単位：千円） 

 
前事業年度 当事業年度 

（2022年 3月 31日） （2023年 3月 31日） 

（負債の部）   

流動負債 3,373,853 4,735,862 

 約定見返勘定 619,992 252,280 

 預り金 2,629,435 4,400,561 

  顧客からの預り金 2,519,331 4,240,830 

  その他の預り金 110,104 159,731 

 未払金 65,214 54,446 

 未払法人税等 38,837 7,346 

 賞与引当金 20,000 21,000 

 その他の流動負債 374 228 

固定負債 70 663 

退職給付引当金 70 663 

特別法上の準備金 317 450 

 金融商品取引責任準備金 317 450 

負債合計 3,374,240 4,736,976 

（純資産の部）   

株主資本 3,177,836 3,176,466 

 資本金 3,000,000 3,000,000 

 利益剰余金 177,836 176,466 

  その他利益剰余金 177,836 176,466 

   繰越利益剰余金 177,836 176,466 

純資産合計 3,177,836 3,176,466 

負債・純資産合計 6,552,077 7,913,442 
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  (2) 損益計算書 

    （単位：千円） 

 前事業年度 当事業年度 

 自 2021年 4月 1日 自 2022年 4月 1日 

 至 2022年 3月 31日 至 2023年 3月 31日 

営業収益 1,370,244 1,026,480 

 受入手数料 118,740 114,457 

 トレーディング損益 1,218,603 868,280 

 金融収益 32,901 43,742 

金融費用 － － 

純営業収益 1,370,244 1,026,480 

販売費・一般管理費 1,087,008 1,024,934 

 取引関係費 393,135 302,044 

 人件費 221,220 231,724 

 不動産関係費 25,347 23,882 

事務費 291,396 339,861 

減価償却費 39,004 25,630 

租税公課 58,441 44,763 

その他販売費・一般管理費 58,463 57,028 

営業損益 283,236 1,546 

営業外収益 27 23 

営業外費用 6 774 

経常損益 283,257 794 

特別損失 

固定資産処分損 

80 

－ 

133 

－ 

 金融商品取引責任準備金繰入 80 133 

税引前当期純損益 283,176 661 

法人税・住民税及び事業税 55,047 2,032 

法人税等調整額 － － 

当期純損益 228,128 △1,370 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

     前事業年度（自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日）     （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当期首残高 3,000,000 △50,291 △50,291 

当期変動額    

 当期純利益  228,128 228,128 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

－ － － 

当期変動額合計 － 228,128 228,128 

当期末残高 3,000,000 177,836 177,836 

 

 株主資本 
純資産合計 

株主資本合計 

当期首残高 2,949,708 2,949,708 

当期変動額   

 当期純利益 228,128 228,128 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

－ － 

当期変動額合計 228,128 228,128 

当期末残高 3,177,836 3,177,836 

 

当事業年度（自 2022年 4月１日 至 2023年 3月 31日）     （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当期首残高 3,000,000 177,836 177,836 

当期変動額    

 当期純利益  △1,370 △1,370 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

－ － － 

当期変動額合計 － △1,370 △1,370 

当期末残高 3,000,000 176,466 176,466 
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 株主資本 
純資産合計 

株主資本合計 

当期首残高 3,177,836 3,177,836 

当期変動額   

 当期純利益 △1,370 △1,370 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

－ － 

当期変動額合計 △1,370 △1,370 

当期末残高 3,176,466 3,176,466 

 

 (4) 個別注記事項 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（2006

年法務省令第 13 号）の規定のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（2007 年内

閣府令第 52 号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（1974年 11月 14 日付

日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法(ただし、建物及び建物附属設備、構築物については定額法)によってお

ります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建   物  15年～40年 

器具・備品  5年～10 年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

 

2．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（1）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、所定の計算方法による支給見込額を

計上しております。 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

（3）金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46条の 5の規
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定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175条に定めるところによ

り算出した額を計上しております。 

 

3．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

前事業年度（2022年 3月 31日） 当事業年度（2023年 3月 31日） 

1．有形固定資産の減価償却累計額    

24,667千円 

1．有形固定資産の減価償却累計額    

31,666千円 

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権   1,331,850千円 短期金銭債権   479,462 千円 

短期金銭債務    38,105千円 短期金銭債務    20,755 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

前事業年度 

（自 2021年 4月 1 日 至 2022年 3月 31日） 

当事業年度 

（自 2022年 4月 1 日 至 2023年 3月 31日） 

関係会社との取引高 関係会社との取引高 

営業取引による取引高  営業取引による取引高  

営業収益         －千円 営業収益           －千円 

営業費用     518,467 千円 営業費用     411,601 千円 

営業取引以外の取引による取引高 

25 千円 

営業取引以外の取引による取引高  

800千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

前事業年度 

（自 2021年 4月 1 日 至 2022年 3月 31日） 

当事業年度 

（自 2022年 4月 1 日 至 2023年 3月 31日） 

1．当事業年度末における発行済株式の種類 

及び総数 

1．当事業年度末における発行済株式の種類 

及び総数 

  普通株式   60 千株   普通株式   60 千株 

2．当事業年度末における自己株式の種類 

及び総数 

2．当事業年度末における自己株式の種類 

及び総数 

  該当ありません。   該当ありません。 

3．剰余金の配当に関する事項 3．剰余金の配当に関する事項 

  該当ありません。   該当ありません。 



 

14 

 

 

（金融商品に関する注記） 

1．金融商品の状況に関する注記 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、一般個人、事業法人等を対象に金融商品取引業を行っています。お客

さまとの取引にあたっては、お客さまの買付資金を約定時に受け入れることを基

本としております。 

 また、投資勘定はもとよりトレーディング（商品）勘定についてもポジション

を持たない運営方針としており、当事業年度末においていずれも残高はありませ

ん。デリバティブ取引については、お客さまとの外貨建取引における為替リスク

ヘッジの目的から、為替予約取引のみを行っております。 

 したがって、当社における主な金融商品は、事業にともなうお客さまからの預

り金とそれに伴い発生する普通預金、外貨預金等が中心となります。 

 上記により、金利変動リスク、外国為替変動リスクは限定的であり、ＶａＲの

算出、ＢＰＶの算出による管理は行っていませんが、金融商品取引法の法令に基

づき管理を行っています。 

（2）金融商品の内容及びリスク 

当社が保有する金融資産は主として、普通預金、外貨普通預金等銀行に対する

預金であり、決済用預金ならびに預金保険制度でカバーされる金額を除き預金先

の信用リスクに晒されています。 

しかしながら、全て短期のものであり、金利変動リスクは極めて小さくなって

います。その他、金融商品取引法第 43 条の２に基づき、お客さまからお預かりし

ている金銭等を預託金として顧客分別金信託勘定にて信託銀行に信託していま

す。 

  証券取引にあたり、お客さまより受け入れた預り金については、当社は全額返 

還する義務を負っています。預り金については上記顧客分別金信託として信託し

ています。一部外貨建のものとなっておりますが、同通貨の外貨普通預金もしく

は他の金融資産を保有しており、当社として金利リスク、為替変動リスクは極め

て小さくなっています。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク管理 

金融商品取引法その他の関連法令、当社が規定する管理諸規程に基づき、取引

先リスク管理を行っています。 

 取引先リスクを日々モニタリングし、また同リスク相当額を算定の上、同リス

ク相当額の限度枠に収まっていることを確認し、内部管理統括責任者に報告をし

ております。 

② 市場リスク管理 

金融商品取引法その他の関連法令、当社が規定する管理諸規程に基づき、市場 



 

15 

 

 

リスク管理を行っています。 

市場リスクを日々モニタリングし、一般市場リスクと個別リスクが限度枠に収

まっていることを確認し、内部管理統括責任者に報告をしております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

流動性リスク管理の観点から、親会社である京都銀行で当座貸越枠の設定を

行っています。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 
 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 
 

前事業年度（2022年 3月 31 日） 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金・預金 2,698,898 2,698,898 － 

② 預託金 3,100,025 3,100,025 － 

③ 約定見返勘定 640,496 640,496 － 

資産計 6,439,420 6,439,420 － 

④ 約定見返勘定 619,992 619,992 － 

⑤ 預り金 2,629,435 2,629,435 － 

負債計 3,249,427 3,249,427 － 

 

 

当事業年度（2023年 3月 31 日） 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金・預金 1,674,024 1,674,024 － 

② 預託金 5,850,031 5,850,031 － 

③ 約定見返勘定 253,818 253,818 － 

資産計 7,777,874 7,777,874 － 

④ 約定見返勘定 252,280 252,280 － 

⑤ 預り金 4,400,561 4,400,561 － 

負債計 4,652,841 4,652,841 － 
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（注）金融商品の時価算定方法に関する事項 

資 産 

①現金・預金 ②預託金 ③約定見返勘定 

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿
価格によっております。 

負 債 

④約定見返勘定 ⑤預り金 

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿
価格によっております。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 前事業年度 当事業年度 

 （2022年 3月 31日） （2023年 3月 31日） 

繰延税金資産   

 賞与引当金 6,106 千円 6,413 千円 

 一括償却資産 165千円 330千円 

 未払事業税 4,464 千円 1,312 千円 

 繰越欠損金 －千円 2,732 千円 

 その他 2,252 千円 1,631 千円 

繰延税金資産小計 12,988千円 12,420千円 

評価性引当額 △12,988 千円 △12,420 千円 

繰延税金資産合計 －千円 －千円 

繰延税金負債合計 －千円 －千円 

繰延税金資産の純額 －千円 －千円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

前事業年度（2022年 3月 31 日） 

親会社 （単位：千円） 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（注 4） 
科目 期末残高 

親会社 
株式会社 

京都銀行 

直接 

100％ 

金融商品仲介

業務、従業員

の受入等 

金融商品仲介手数

料の支払 

（注 1） 

338,510 未払金 38,105 

人件費の支払 

（注 2） 
143,359 － － 

営業上の 

取引 

有価証券の 

私募の取扱 
25,000,000 － － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）株式会社京都銀行と協議のうえ決定しております。 

（注 2）従業員の出向元の給与水準に基づき決定しております。 

（注 3）取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

 

当事業年度（2023年 3月 31 日） 

親会社 （単位：千円） 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（注 4） 
科目 期末残高 

親会社 
株式会社 

京都銀行 

直接 

100％ 

金融商品仲介

業務、従業員

の受入等 

金融商品仲介手数

料の支払 

（注 1） 

234,678 未払金 20,755 

人件費の支払 

（注 2） 
140,944 － － 

営業上の 

取引 

有価証券の 

私募の取扱 
27,481,712 － － 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）株式会社京都銀行と協議のうえ決定しております。 

（注 2）従業員の出向元の給与水準に基づき決定しております。 

（注 3）取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

 

（1株当たり情報に関する注記） 

前事業年度 

（自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日） 

当事業年度 

（自 2022年 4月 1 日 至 2023年 3月 31日） 

1．1株当たり純資産額   52,963円 94銭 1．1株当たり純資産額    52,941円 10 銭 

2．1株当たり当期純利益   3,802円 14銭 2．1株当たり当期純利益    △22円 84 銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当ありません。 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

該当ありません。 

 

 ３．保有する有価証券の取得価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

 ４．デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

    ① 株式 

該当ありません。 

    ② 債券 

該当ありません。 

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当ありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細 

書については、会社法第 436条第 2項第 1号の規定に基づき、有限責任監査法人トーマ 

ツの監査を受け、監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

(1) コンプライアンス態勢 

当社では、コンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、実効性のある法令 

等遵守態勢の確立に努めております。 

 コンプライアンスの最高責任機関である取締役会は、コンプライアンスに関する

重要事項について、協議、検討を行うコンプライアンス委員会を設置し、内部管理

統括責任者をコンプライアンス統括責任者、コンプライアンス部をコンプライアン

ス統括部門とし、本部各部・営業店におけるコンプライアンスの実践状況を管理・

統括する態勢としております。 

(2) 内部管理態勢 

当社は、日本証券業協会規則に基づき営業店に内部管理責任者及び営業責任者 

を配置し、内部管理統括責任者を内部管理の責任者として任命しております。 

 内部管理統括責任者が長を務める管理本部は、取締役会で定めた「コンプライア

ンス規程」、「反社会的勢力に対する基本方針」、「利益相反管理方針」、「最良執行方

針」、「勧誘方針」、「情報セキュリティポリシー」等の内部管理方針ならびに当該方

針に基づく規程等の運営・遵守状況を管理・統括しております。 

 (3) 法令等遵守教育、研修 

当社では、役職員に対して日常的な法令等遵守に関する指導を行い、法令等遵守 

に対する意識とその実践の徹底を図っています。また、定期的に行われる社内研修

を通じ、法令等遵守意識の向上に努めております。 

 

(4) 顧客からの相談、苦情 

お客さまからの相談、苦情等に対しましては、コンプライアンス部と営業部門お

よびその他管理部門との連携により適切に対応するよう努めております。 

 

 ２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
2022年 3月 31日現在の 

金額 

2023年 3月 31日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 
3,078 4,243 

期末日現在の顧客分別金

信託額 
3,100 5,850 

期末日現在の顧客分別金

必要額 
2,521 5,807 
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   ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

     イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2022年 3月 31日現在 2023年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数  5,310 千 株   － 千 株  6,525 千 株  － 千 株 

債券 額面金額  10,007百万円 108,871 百万円  11,297百万円 114,689 百万円 

受益証券 口数 104,647 百万口  1,043 百万口 93,630 百万口 1,494 百万口 

その他 額面金額  2 百万円 － 百万円  0 百万円 － 百万円  

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

該当ありません。 

 

     ハ 管理の状況（管理場所別） 

管理場所及び国名 管理方法 区分 数・額面金額 単位 

証券保管振替機構・日本 振替決済 

株式 6,525 千株 

債券 9,491 百万円 

受益証券 93,630 百万口 

その他 0 百万円 

日本銀行・日本 振替決済 債券 1,806 百万円 

ＢＮＰパリバ証券・日本 混蔵管理 債券 18,373 百万円 

Mitsubishi UFJ Investor Services & 

Banking (Luxembourg)  
混蔵管理 債券 53,127 百万円 

Nomura Bank (Luxembourg) S.A・ルク

センブルグ 
混蔵管理 受益証券 1,494 百万口 

クレディ・アグリコル証券会社・日本 混蔵管理 債券 809 百万円 

ソシエテジェネラル証券・日本 混蔵管理 債券 1,060 百万円 

バークレイズ証券・日本 混蔵管理 債券 15,302 百万円 

みずほ証券・日本 混蔵管理 債券 1,521 百万円 

大和証券・日本 混蔵管理 債券 2,414 百万円 

野村證券・日本 混蔵管理 債券 22,081 百万円 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当ありません。 

④ 電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。）

の分別管理の状況 

該当ありません。 
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  (2) 金融商品取引法第43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

 

  (3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。）の状況 

    ① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

    ② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

③ 電子記録移転有価証券表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12第２号に規

定する権利を除く。）の区分管理の状況 

該当ありません。 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．当社及びその子会社等の集団の構成 

    当社および子会社等による企業集団の構成はありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

 該当する子会社等はありません。 

 

以  上 


